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（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

ホ （略） ホ （略）

４ 小規模多機能型居宅介護費 ４ 小規模多機能型居宅介護費

イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき） イ 小規模多機能型居宅介護費（１月につき）

⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合 ⑴ 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 10,423単位 ㈠ 要介護１ 10,364単位

㈡ 要介護２ 15,318単位 ㈡ 要介護２ 15,232単位

㈢ 要介護３ 22,283単位 ㈢ 要介護３ 22,157単位

㈣ 要介護４ 24,593単位 ㈣ 要介護４ 24,454単位

㈤ 要介護５ 27,117単位 ㈤ 要介護５ 26,964単位

⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合 ⑵ 同一建物に居住する者に対して行う場合

㈠ 要介護１ 9,391単位 ㈠ 要介護１ 9,338単位

㈡ 要介護２ 13,802単位 ㈡ 要介護２ 13,724単位

㈢ 要介護３ 20,076単位 ㈢ 要介護３ 19,963単位

㈣ 要介護４ 22,158単位 ㈣ 要介護４ 22,033単位

㈤ 要介護５ 24,433単位 ㈤ 要介護５ 24,295単位

ロ 短期利用居宅介護費（１日につき） ロ 短期利用居宅介護費（１日につき）

⑴ 要介護１ 570単位 ⑴ 要介護１ 567単位

⑵ 要介護２ 638単位 ⑵ 要介護２ 634単位

⑶ 要介護３ 707単位 ⑶ 要介護３ 703単位

⑷ 要介護４ 774単位 ⑷ 要介護４ 770単位

⑸ 要介護５ 840単位 ⑸ 要介護５ 835単位

注１～６ （略） 注１～６ （略）

７ イについて、別に厚生労働大臣が定める地域に所在する （新設）

指定小規模多機能型居宅介護事業所（その一部として使用

される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所

を除く。）又はその一部として使用される事務所の小規模

多機能型居宅介護従業者が指定小規模多機能型居宅介護を
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行った場合は、特別地域小規模多機能型居宅介護加算とし

て、１月につき所定単位数の100分の15に相当する単位数

を所定単位数に加算する。

８ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定小規模多 （新設）

機能型居宅介護事業所（その一部として使用される事務所

が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又

はその一部として使用される事務所の小規模多機能型居宅

介護従業者が指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は

、イについては１月につき、ロについては１日につき、所

定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加

算する。

９ （略） ７ （略）

ハ・ニ （略） ハ・ニ （略）

ホ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 （新設）

注 ロについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認められ

るため、在宅での生活が困難であり、緊急に指定小規模多機

能型居宅介護を利用することが適当であると判断した者に対

し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、利用を開

始した日から起算して７日を限度として、１日につき200単

位を所定単位数に加算する。

ヘ～ヌ （略） ホ～リ （略）

ル 生活機能向上連携加算 ヌ 生活機能向上連携加算

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略）

注１ ⑴について、介護支援専門員（指定地域密着型サービス 注１ ⑴について、介護支援専門員（指定地域密着型サービス

基準第63条第10項に規定する介護支援専門員をいう。注２ 基準第63条第10項に規定する介護支援専門員をいう。注２

において同じ。）が、指定訪問リハビリテーション事業所 において同じ。）が、指定訪問リハビリテーション事業所

、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ 、指定通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーシ

ョンを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作 ョンを実施している医療提供施設の医師、理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上 業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上

を目的とした小規模多機能型居宅介護計画（指定地域密着 を目的とした小規模多機能型居宅介護計画（指定地域密着

型サービス基準第77条第１項に規定する小規模多機能型居 型サービス基準第77条第１項に規定する小規模多機能型居



- 237 -

宅介護計画をいう。以下同じ。）を作成し、当該小規模多 宅介護計画をいう。この注及び注２において同じ。）を作

機能型居宅介護計画に基づく指定小規模多機能型居宅介護 成し、当該小規模多機能型居宅介護計画に基づく指定小規

を行ったときは、初回の当該指定小規模多機能型居宅介護 模多機能型居宅介護を行ったときは、初回の当該指定小規

が行われた日の属する月に、所定単位数を加算する。 模多機能型居宅介護が行われた日の属する月に、所定単位

数を加算する。

２ （略） ２ （略）

ヲ 口腔・栄養スクリーニング加算 20単位 ル 栄養スクリーニング加算 ５単位
くう

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指 注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指

定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始時及 定小規模多機能型居宅介護事業所の従業者が、利用開始時及

び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニン び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、
くう

グ及び栄養状態のスクリーニングを行った場合に、１回につ 当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状

き所定単位数を加算する。ただし、当該利用者について、当 態の場合にあっては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む

該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定し 。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供した場合
くう

ている場合にあっては算定しない。 に、１回につき所定単位数を加算する。ただし、当該利用者

について、当該事業所以外で既に栄養スクリーニング加算を

算定している場合にあっては算定しない。

ワ 科学的介護推進体制加算 （新設）

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも

のとして市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事

業所が、利用者に対し指定小規模多機能型居宅介護を行った

場合は、１月につき40単位を所定単位数に加算する。

⑴ 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の
くう

状況その他の利用者の心身の状況等に係る基本的な情報を

、厚生労働省に提出していること。

⑵ 必要に応じて小規模多機能型居宅介護計画を見直すなど

、指定小規模多機能型居宅介護の提供に当たって、⑴に規

定する情報その他指定小規模多機能型居宅介護を適切かつ

有効に提供するために必要な情報を活用していること。

カ サービス提供体制強化加算 ヲ サービス提供体制強化加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして

市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、 市町村長に届け出た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、



- 238 -

登録者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は 登録者に対し、指定小規模多機能型居宅介護を行った場合は

、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月につき、 、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月につき、

ロについては１日につき、次に掲げる所定単位数を加算する ロについては１日につき、次に掲げる所定単位数を加算する

。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に 。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合に

おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 おいては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ イを算定している場合 ⑴ イを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 750単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 640単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 640単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 500単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 350単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 350単位(Ⅲ)

⑵ ロを算定している場合 ⑵ ロを算定している場合

㈠ サービス提供体制強化加算 25単位 ㈠ サービス提供体制強化加算 イ 21単位(Ⅰ) (Ⅰ)

㈡ サービス提供体制強化加算 21単位 ㈡ サービス提供体制強化加算 ロ 16単位(Ⅱ) (Ⅰ)

㈢ サービス提供体制強化加算 12単位 ㈢ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ) (Ⅱ)

（削る） ㈣ サービス提供体制強化加算 12単位(Ⅲ)

ヨ 介護職員処遇改善加算 ワ 介護職員処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の

賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た 賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出た

指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指定 指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指定

小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる 小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる

区分に従い、令和６年３月31日までの間、次に掲げる単位数 区分に従い、平成33年３月31日までの間（⑷及び⑸について

を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加 は、別に厚生労働大臣が定める期日までの間）、次に掲げる

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算 単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ

は算定しない。 かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他

の加算は算定しない。

⑴ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した ⑴ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した(Ⅰ) (Ⅰ)

単位数の1000分の102に相当する単位数 単位数の1000分の102に相当する単位数

⑵ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した ⑵ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した(Ⅱ) (Ⅱ)

単位数の1000分の74に相当する単位数 単位数の1000分の74に相当する単位数

⑶ 介護職員処遇改善加算 イからカまでにより算定した ⑶ 介護職員処遇改善加算 イからヲまでにより算定した(Ⅲ) (Ⅲ)

単位数の1000分の41に相当する単位数 単位数の1000分の41に相当する単位数
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（削る） ⑷ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅳ)

0分の90に相当する単位数

（削る） ⑸ 介護職員処遇改善加算 ⑶により算定した単位数の10(Ⅴ)

0分の80に相当する単位数

タ 介護職員等特定処遇改善加算 カ 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等 注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等

の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出 の賃金の改善等を実施しているものとして市町村長に届け出

た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指 た指定小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指

定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げ 定小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げ

る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。 る区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。

ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合にお

いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 いては、次に掲げるその他の加算は算定しない。

⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからカまでにより算 ⑴ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヲまでにより算(Ⅰ) (Ⅰ)

定した単位数の1000分の15に相当する単位数 定した単位数の1000分の15に相当する単位数

⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからカまでにより算 ⑵ 介護職員等特定処遇改善加算 イからヲまでにより算(Ⅱ) (Ⅱ)

定した単位数の1000分の12に相当する単位数 定した単位数の1000分の12に相当する単位数

５ 認知症対応型共同生活介護費 ５ 認知症対応型共同生活介護費

イ 認知症対応型共同生活介護費（１日につき） イ 認知症対応型共同生活介護費（１日につき）

(Ⅰ) (Ⅰ)⑴ 認知症対応型共同生活介護費 ⑴ 認知症対応型共同生活介護費

㈠ 要介護１ 764単位 ㈠ 要介護１ 761単位

㈡ 要介護２ 800単位 ㈡ 要介護２ 797単位

㈢ 要介護３ 823単位 ㈢ 要介護３ 820単位

㈣ 要介護４ 840単位 ㈣ 要介護４ 837単位

㈤ 要介護５ 858単位 ㈤ 要介護５ 854単位

(Ⅱ) (Ⅱ)⑵ 認知症対応型共同生活介護費 ⑵ 認知症対応型共同生活介護費

㈠ 要介護１ 752単位 ㈠ 要介護１ 749単位

㈡ 要介護２ 787単位 ㈡ 要介護２ 784単位

㈢ 要介護３ 811単位 ㈢ 要介護３ 808単位

㈣ 要介護４ 827単位 ㈣ 要介護４ 824単位

㈤ 要介護５ 844単位 ㈤ 要介護５ 840単位

ロ 短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき） ロ 短期利用認知症対応型共同生活介護費（１日につき）


